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第３章　大分県のエネルギー情勢

　平成 24 年度（推計）の大分県のエネルギー消費量は、約 380 千 TJ であり、九州のなかでは、福

岡県の約 684 千 TJ に次ぐエネルギー消費量となっています。

　このエネルギー消費量を部門毎にみてみると、産業製造部門が、約 75％を占めています。九州各

地では、最終エネルギー消費に占める産業製造部門の割合は、15％～ 36％程度となっており、本県

の 75％という数字は特に際立っていることがわかります。

　これは、エネルギー多消費産業である製鉄・石油・化学コンビナート企業群が九州で唯一、本県

に立地しているためだと考えられます。

　民生業務部門……商業、金融、不動産、公共サービス、対事業所サービスなど

　産業非製造部門…農林水産業、建設業、鉱業

　産業製造部門……化学、鉄鋼、機械、中小製造業など

３－１　大分県の最終エネルギー消費状況
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　平成 24 年 7 月に開始した「固定価格買取制度」により、再生可能エネルギーの導入が進んでいます。

　全国的な傾向として、事業計画から比較的短い時間で事業開始が可能となる太陽光発電の導入が

再生可能エネルギー全体の 95％近くを占めています。

　本県の特徴としては、地熱発電について、運転開始した設備は、出力で全国の 6 割（件数では 7 割）

以上を占めている状況です。

３－２　大分県の固定価格買取制度の利用状況
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　千葉大学倉阪研究室（千葉大学法政経学部 倉阪秀史教授）と NPO 法人環境エネルギー政策研究

所（飯田哲也所長）の共同研究レポートである「永続地帯 2014 年度版報告書」によると、本県は再

生可能エネルギーの自給率が全国第 1 位、供給量も第 2 位とされています。

　特に、発電量全国一を誇る、九州電力（株）八丁原地熱発電所（九重町）や別府市などの家庭で

日常的に行われる温泉熱利用などにより、地熱発電・地熱（温泉熱）利用が供給量全体の 60％近く

を占めています。

３－３　大分県の再生可能エネルギーの導入状況
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※ 以下は、前回、平成 23 年 3 月に本ビジョンの一次改定を行う際実施した調査結果を再度掲載し

たものです。

　県内のエコエネルギー量を把握するため、エコエネルギーの賦存量及び利用可能量

を推計しました。賦存量・利用可能量の定義及び推計対象は、以下のとおりです。

３－４　大分県のエコエネルギーの賦存量・利用可能量
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　大分県内のエコエネルギーの賦存量は、約 300 億 GJ/ 年で、電力量に換算すると約 832 万 GWh/ 年、

原油換算すると約 7.8 億 kl/ 年になります。

　大分県において、最も賦存量が大きいエコエネルギーは、太陽エネルギーで、次いで風力エネルギー

となっています。

　賦存量は、地理・物理的、技術制約等を考慮していないため、本調査での推計と同等のエネルギー

を現在の技術で得られるわけではありません。しかし、賦存量を推計することにより、大分県にど

のエコエネルギーが、どのくらい存在するかを把握することができ、長期的なエコエネルギーの導

入を検討するうえで有用な情報となります。
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　大分県内のエコエネルギーの利用可能量は、約 6,323 万 GJ/ 年で、電力量に換算すると約 1.7 万

GWh/ 年、原油換算すると約 199 万 kl/ 年になります。

　大分県において、最も利用可能量が大きいエコエネルギーは、風力発電で、次いで、温泉熱利用

となっています。

　利用可能量の推計には、いくつかの仮定を設定しているため、本調査での推計結果が直ちに利用

できるわけではありません。したがって、実際に導入を検討する場合には、より詳細な検討が必要

となります。


